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２ 予算特別委員会における前原かづえ議員の質疑 

 

◆部局別質疑（企画財政関係）３月９日 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。  

私は、歳出予算の事業概要２０ページの県内

既設鉄道整備促進費２億３，４１１万円、とり

わけ駅ホームの転落防止対策推進事業費１億７，

５６５万円について伺います。 

ＪＲ蕨駅の視覚障害者転落事故を受けて、党

県議団は、障害者の皆さんとともにＪＲ大宮支

社と懇談いたしました。障害者の目線で見る 

と、駅にはたくさんの課題が残されていること

が分かりました。今回は、障害者の皆さんがＪ

Ｒに訴えられた内容を県としても取り組んでい

ただきたく、質問いたします。 

先ほど立石委員の答弁をお聞きしまして、県

の姿勢、若干理解いたしましたが、ホームドア

設置についての設置条件についての質問です。 

埼玉視覚障害者生活と権利を守る会事務局長

の平野さんは、乗降客の数だけではなくて、県

内には視覚障害者が多く利用する駅がある、そ

の駅にも設置を進めてほしいと訴えています。

具体的には、ＪＲの川越駅です。同駅には、県

立塙保己一学園のバスが発着し、児童生徒が利

用しています。県内には視覚障害の乗降客が多

い駅が存在すると思いますが、県として把握し

ていますか。把握して、ホームドア設置を優先

的に進めていただきたいと考えますが、お答え

ください。 

 

 

Ａ．企画財政部長 

ホームドアに関しまして、視覚障害者等の御

利用の多い駅の把握状況ということでございま

す。 

 

私ども、障害者団体の方々とも毎年御要望を

頂きながら、県として鉄道事業者に要望する内

容に反映させていただいておるところでござい

ます。先ほども立石委員の御質問に対しまして

お答えいたしましたが、平成２８年度具体的な

駅名といたしまして、私ども御要望いただいた

のは、さいたま新都心駅、そして新所沢駅と承

知しております。これは、文書でございまし 

て、その他意見交換をさせていただく中で、委

員御指摘のＪＲ川越駅につきましても、御指摘

を頂いているというふうに承知をしておるとこ

ろでございます。 

こうした駅へのホームドア設置につきまして、

県といたしましては国の方針も踏まえて、１０

万人以上の利用客がある駅、これは当然優先し

ていくところでございますが、それに加えまし

て、それと同時的に１０万人未満の乗降客数の

駅におきましても、視覚障害者を中心とした方々

の御利用の状況、あるいはこうした障害者団体

からの要望の状況、こうしたものを踏まえなが

ら、整備促進していくべきだというふうに考え

てございます。 

そうした観点で、先ほど申しましたようにこ

うした障害者団体からも御要望のあった駅につ

きましては、各所管の鉄道事業者に対しまして

もお伝えして、早期の要望を求めているところ

でございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

塙保己一学園の生徒がＪＲ川越駅で転落する

事故がかなり目撃されているんです。２０１２

年に卒業生が川越駅で、２０１１年には目白 

駅、そして２０１０年には鴻巣駅で全治３か月

の負傷を負っていると、こういう事故が起きて
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おります。駅としてのホームドアの設置、塙保

己一学園の関係者をこれ以上犠牲にしてはなら

ないと思いますので、是非とも積極的に取り入

れて要望していっていただきたいと思います。 

次に、先ほど障害者施設のかなり要望が出る

駅の名前がありましたけれども、私は、一般的

な乗降客だけではなくて、視覚障害者の乗降客

数もちゃんと調査をして、全部はすぐできない

というならば、せめて塙保己一学園にかかわる

人の人数を調査して、そのホームドア設置の速

度を進めるための調査をきちんとやるべきだと

思うんですが、その点についてはどうでしょう

か。 

 

 

Ａ．企画財政部長  

私どもも、鉄道事業者のほうに、今、障害者

団体のほうから御要望のありました駅等につい

ては、具体的に要望を働き掛けをさせていただ

いておるところであります。それに先立ちまし

ては、当然私どももその利用実態について、あ

る程度の承知をしておかないと、具体的な働き

掛けができませんので、そうした点で、各駅に

つきまして、鉄道事業者等の実態をよくお伺い

し、また場合によっては最寄りの障害者の関連

施設のほうにも事情をお伺いして、鉄道事業者

のほうに要望をさせていただいているところで

ございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

まずはＪＲ川越駅のホームドア設置を進めて

いただきたいと思います。 

次に、駅の課題の２つ目なんですけれども、

車椅子の方から、車椅子で乗降する場合、前日

の２３時までに連絡をしなければならないとい

う訴えがありました。これはどういうことなん

でしょうか。 

Ａ．企画財政部長  

恐らく鉄道事業者の中の取り扱いかと思いま

すので、ちょっと詳細、もし課長のほうが把握

しておれば、お答えさせていただきたいと思い

ます。 

ただ、一般的に申し上げさせていただきます

と、ある程度人員確保が必要なので、ある程度

の一定時間の前にお知らせいただきたいという

ふうな話はあるというふうには承知しておるん

ですが、ただ、その時点で御要望があったとき

に、すぐに対応というのは難しいかもしれませ

んけれども、迅速に対応するように心がけてい

ただいているというふうに聞いております。私

どものほうも、そういった迅速な対応、柔軟な

対応をよろしくお願いしますということにつき

ましては、毎年各鉄道事業者のほうに御要望申

し上げております。そうした中で、そういった

回答も聞いております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

分かりました。車椅子の方の御要望、よく御

存じのようですので、是非よろしくお願いしま

す。 

次に、エスカレーターのマナーについてのこ

となんですが、視覚障害者、肢体不自由児、ど

ちらの団体からも要望が出ているんです。駅の

エスカレーターを歩いて通る人の問題なんです。

安全に利用するためにということで、エスカ 

レーターでは歩かない、走らない、こういうふ

うに意思表示とかアナウンスが常に流れている

んですが、エスカレーターの左側に立つ人、右

側は歩いて渡る人、そういうようなルールがい

つの間にかできているような気がするんです。

障害を持つ人にとっては、これは大変な危険な

んです。障害者の方が左に障害がある場合、右

に立つ、そうすると、後ろに立っている人がちぇっ

というような声を出すとか、そういう方は大変
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つらい思いをされているのを聞いておりますの

で、是非そのつらい思いを鉄道事業者に伝え、

そしてまた広報啓発を要請するのはもちろん、

県としてもエスカレーターの正しい利用の仕方

など、障害者に対するマナーについての広報啓

発をしていただきたいと思うんですが、いかが

でしょうか。 

 

 

Ａ．企画財政部長  

エスカレーターの利用につきまして、私ども

も障害者団体のほうから御要望いただいた中で、

そういった点についても御意見があったという

ふうに承知しております。私どもの要望といた

しましても、鉄道事業者のほうにはそういった

障害者の、特に障害者の方がそういったところ

で御苦労をされているということについては、

申し伝えさせていただいておるところでござい

ます。 

そうした中で、鉄道事業者のほうでは、そう

いった呼び掛けを耳にすると委員の御指摘もご

ざいましたけれども、鉄道事業者のほうでキャ

ンペーンを実施して、啓発に努めていただいて

おるところでございます。 

県のほうとしましても、私ども関係する福祉

部のほうにこうした情報についてもお伝えさせ

ていただいておりまして、そちらで県として広

報啓発努めていただいているというふうに承知

しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆部局別質疑（県民生活部及び危機管理防災部）

３月 10 日 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。 

歳出予算概要の４ページ、消防行政、要求資

料３の消防団についてお伺いいたします。 

消防団は、自分たちの地域は自分たちの力で

守るという崇高な精神で、地域の防災の要とし

て頑張っております。午前中にも審議がありま

したけれども、今、最近の働き方とか社会情勢

の変化で、非常に消防団員の確保が難しくなっ

ている、そういう観点から、私も消防団員の確

保と処遇改善について質問いたします。 

資料１０ページに消防団員の報酬１人当たり

の表が出ております。これを見ますと、団長か

ら団員まで７つの段階があって、団長の年額報

酬を見ますと、高いところでは２５万８，００

０円、一番低いところで１０万４，２００円と、

非常にばらつきがあります。それから、団員の

ほうもですが、高いところで１１万５，０００

円、低いところで３万１,０００円。ここに交付

税単価というのが書かれておりますが、この国

の交付税単価に合わせて市町村で交付されてい

ると思うんですが、この交付税単価以下のさい

たま市の数字を見ますと、これはちょっとひど

いのではないかと思いますが、そのことについ

て、まず最初に確認したいと思います。 

 

 

Ａ．危機管理防災部長 

確かに国の基準以下のところということで、

実は年額３万６，５００円の消防団員報酬に満

たない市町が、平成２６年４月１日現在で１０

ありました。県では、市町村別の報酬額一覧を

作成しまして、市町村担当者会議で提供すると

ともに、報酬額の低い市町の幹部に直接報酬額

の引き上げをお願いするなどしてまいりました。
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その結果、市町村の御理解をいただきまして、

平成２８年４月１日現在では、御指摘のさいた

ま市を除く全ての市町村でこの額を上回ってい

るという状況でございます。ただ、さいたま市

においても、現在、来年度からの報酬引き上 

げ、３万６，５００円への引き上げを検討し、

見込まれているという状況でございますので、

そうなれば、全ての市町村で基準額を上回ると

いうことになると思います。 

 

 

Ｑ．前原委員 

午前中の審議の中で、デジタル携帯無線機な

どの交付税の引き上げを国に要求するというお

話もありました。是非とも国の単価を引き上げ

るということを国のほうに要望していただきた

いと思うのですが、その点についてはいかがで 

しょうか。 

 

 

Ａ．危機管理防災部長  

確かに、交付税で措置されているものは、小

久保委員の御質問にありましたように、デジタ

ル携帯無線といった装備だとか、いろんな各種

制度について改善の内容が多々あります。この

報酬額については、全国平均が今２万６，００

０円ぐらいなんですね。ということで、この引

き上げということは今のところ考えておりませ

ん。 

 

 

Ｑ．前原委員 

消防組織法で当該市町村が負担しなければな

らないというふうにうたわれているということ

で、金額についての引き上げはできないという

ことなんですけれども、是非国に求めると同時

に、あと第３８条に、都道府県知事は必要に応

じ消防に関する事項について市町村に対し勧告

し、指導又は助言を与えることができるという

のがありますので、是非ともこの立場で県は対

応していただきたいと思うんです。 

費用弁償のほうにもばらつきがありますので、

それについてもちょっとお話ししたいと思いま

す。 

１１ページの表を見ますと、訓練手当が出る

ところとか出ないところ、それからそのほか 

の手当とかあります。消防団員は、水路の把握

とか、再燃を警戒するために一旦鎮火しても 

２４時間そこの場所にいなくちゃいけないとか、

常備消防隊とともに非常な役割を担っているん

ですね。先日、地元の消防議員に聞いたんです

けれども、消防団員、非常勤特別職員とはいい

ながら、日当は２,０００円、火災出動の際は

年６回まで、訓練の場合は年１０回までは日 

当が出るけれども、それ以上は出ない。回数、

日当はないと。学校とか町会のイベントなど 

の広報啓発活動には手当が出ないというふうに

聞きました。支給回数に上限があるというこ 

となのでしょうか。そのことについてお答えく

ださい。 

 

 

Ａ．危機管理防災部長  

各種手当は、火災などで出動した場合や訓練

に参加した場合、費用弁償としてなど支給され

ているものでございます。支給回数の上限があ

る市町村があるというお話ですけれども、恐ら

く市町村が予算計上するに当たりまして、年間

の出動回数などを積算しておりまして、その予

算の範囲内で支給することから、その積算回数

が上限があるというようなことかと推察されま

すが、先日、三芳町で大規模倉庫火災がありま

して、その際、富士見市とかふじみ野市、三芳

町の消防団員の皆さんが長期間にわたって対応

いただきました。各消防団とも予算措置上は団

員１人当たり年６回分ということでございまし
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たが、伺っているところによりますと、今般、

補正予算で追加分の支給を行う方向と伺ってお

ります。 

ただ、報酬額自体を国の基準以上に手厚くす

ることを優先している市町村、３万６，５００

円以上に出しているところもあります。消防団

員の出動手当等については、報酬額を含めた処

遇全般の中で市町村が地域の実情に応じて定め

られるべきものと考えております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

大分お調べになっているようですので、是 

非、条件にばらつきがあるというところについ

ては、いいほうに合わせるように、きちんと県

として、やっぱりそのことによって消防団員の

確保にもつながると思いますので、そういうば

らつきをなくすような指導というものを是非やっ

ていただきたいと思います。 

消防団員の充足率について伺いますが、これ

もばらつきがあるんですね。１００％と７９％

のところ、その差はどこから来るのか、お伺い

したいと思います。 

 

 

Ａ．危機管理防災部長  

確かに充足率、市町村によってかなりばらば

らというか、なかなかはっきりした傾向が見出

せないところでございまして、充足率１００ 

％、例えば鶴ヶ島とか桶川市とか日高市とか、

９市町あります。一方、充足率が低いほうで 

は、皆野町の７８とか戸田市の８１とか、農村

部が低いとか都市部が高いとか、そういうわけ

でもないんですね。いずれの市町村でも、消防

団員の加入促進に向けた活動は行っておりまし

て、県でも県下一斉ＰＲを展開するなど、消防

団活動に対する県民の理解、皆様の理解を促し

ているところでございます。 

今後とも、こうしたオール埼玉での普及啓発

活動を展開しまして、各消防団の充足率の向上

につなげてまいりたいと考えております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

県民の命と財産を守る仕事ですので、是非お

願いいたします。 

県は、昨年１１月から、埼玉県消防団応援プ

ロジェクトを始めまして、あと消防団カードの

提示で安くなるとか、クーポン券の発行という

ふうになっていますけれども、それは根本的な

解決にはならないと思うんですね。これを更に

ステップアップするために、使命感に燃える消

防団員に対して今後どのように関わっていく、

改善を進めようとしているのか、その点につい

て一言お願いします。 

 

 

Ａ．危機管理防災部長  

パパママ応援ショップの消防団員版というこ

とで、応援プロジェクトを始めまして、昨年５

月に、私のほうで消防協会の会長と県の商工会

議所連合会などの経済団体に参りまして、お願

いして始まったものでございます。 

もともとこのプロジェクトは、日頃から地域

で頑張る消防団を地域で応援する仕組み、みん

なで消防団を応援しているよという、そういっ

たムーブメントを作りたいなと思って始めたも

のでございまして、地域を挙げて応援する気持

ちが消防団員に伝わって、士気が高まるという

ことを重視しておりまして、団員の処遇改善の

みを目的としたものではございませんので、御

理解賜りたいと思います。 
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◆部局別質疑（福祉部）３月 13 日 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。 

歳出予算の事業概要３４ページ、生活保護受

給者チャレンジ支援事業費に関して質問いたし

ます。 

初めに、無料低額宿泊所への指導についてで

す。川口市では、今月もマイクロバスからおり

た十数人が担当課で保護費を受け取って、その

ままバスに戻っていく光景が見られたと地元の

市議から聞いております。このバスは、さいた

ま市岩槻区や川口市などで無料低額宿泊所を経

営する宗教法人善弘寺分院宗永寺のもので、昨

年の４月、そこの職員が市役所前で取材してい

ましたテレビ記者のカメラを奪おうと押し倒す

事件を起こしました。マスコミでも大きく報道

され、党県議団は、県に対して指導強化の申し

入れを行ったところですが、この間、県はどの

ような指導強化を行ったのか、お聞かせくださ

い。 

 

 

Ａ．福祉部長  

昨年４月５日に、宗教法人善弘寺分院宗永寺

の職員が川口市役所の前で起こしました事件を

踏まえまして、これまで４回立ち入り調査を行

い、指導しております。特に宗永寺の責任者に

対しましては、事件の再発防止の徹底を指導い

たしました。 

それから、入所者の住環境について、平成２

７年７月に改正されました県の条例に従いまし

て、期限を定めて、狭い居室を広くするよう継

続して指導を行っているところでございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

立ち入り調査していろいろな対応をしてきた

と。どういう対応をしてきたかが問われるとこ

ろだと思うんですが、本年の１月には、さいた

ま市が宗永寺に対しまして、金銭管理契約の解

約申出に応じなかったことなどを理由にしまし

て、さいたま市被保護者等住居・生活・金銭管

理サービス提供事業の業務の適正化等に関する

条例に基づきまして、市内での施設新設とか新

規入所者の受入れの禁止を命じました。県も見

習うべき対応だと考えます。 

川口寮では、１００人ほどの入所者が金銭管

理契約を結ばされて、保護費１２万円から入居

諸費など９万円が差し引かれて、残りの３万円

を毎日１,０００円ずつ受け取らされている人が

７０人近くいる。７割の方がそういう対応をさ

れているんですね。このような実態は、正に貧

困ビジネスではないかと思います。保護受給者

の金銭管理契約については財産権侵害のおそれ

があり、国の指針も、原則、金銭の管理は受給

者本人が行うとしています。金銭管理契約は結

ばないよう事業者に指導すべきと思いますが、

いかがでしょうか。 

 

 

Ａ．福祉部長  

県では、立ち入り調査におきまして、宗永寺

の金銭管理について確認を行っております。入

所者のうち、自ら金銭等の管理が行えず、施設

で管理することを望む者と金銭管理契約を文書

で締結しておりました。また、入所者が解約を

申し出た場合には、それに応じております。そ

ういう意味で、現時点では、金銭管理について

は適切なものであるというふうに判断しており

ます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

いろいろな例があるとは思いますけれども、

立ち入り調査だけではなくて、今の貧困ビジネ
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スを十分に規制できるようにするためにも、先

ほど条例のことがありましたが、県条例で、無

料低額宿泊所も許可制にするなどして、きちん

と入口のところで指導すべきだと思いますが、

いかがでしょうか。 

 

 

Ａ．福祉部長 

社会福祉法第６９条で、無料低額宿泊所につ

きましては、事後の届出制でよいというふうに

定められております。したがいまして、県の条

例により、それを上回る規制である認可制とす

ることは困難であると考えております。 

そういうこともありまして、事後の届出制 

で、また、事業主体に制限のない無料低額宿泊

所の適正な運営を確保するため、法令による規

制を強化するよう、県としては国に対し、毎年

度要望を行っているところでございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

是非要望をお願いいたします。 

続いて伺います。 

先日、私どもに、上尾市の無料低額宿泊所に

住む方からアパートへの転居の相談がありまし

た。様々な病気を患い働けずに、生活保護を受

けているＡさんが、２ＤＫのアパートで３人の

共同生活、入居費などを支払うと、手元には 

たった２万円しか残らない。市のケースワー 

カーにアパートの転居を相談しましたが、就職

が決まらないと引っ越しできないと説明されま

して、強い疑問を持っていました。様々な制約

があって、Ａさんは、ここにしかいられないと

いうのが大変苦痛だと言っています。自活を強

く望んでいます。ケースワーカーは、この方の

自立の思いをしっかりと受け止めるべきだと思

うんですが、この場合、制度上は就職していな

くても転居は可能なはずですが、確認したいと

思います。 

 

Ａ．福祉部長  

無料低額宿泊所の入所者につきまして、就職

をしなくても、居宅生活が可能な場合には、当

然アパートへの転居はできるというふうに考え

ております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

先ほど、相談者の自立の思いをしっかりと受

け止めるべきだというふうにお話ししましたが、

対応するケースワーカーの資質の向上が必要だ

と思います。現実には、ケースワーカーが抱え

る受給者の数が多過ぎて、研修時間の確保が難

しい実態があります。上尾市のケースワーカー

は、１人で８７人の受給者を担当し、三郷とか

川口市などでは１００人を超える深刻な実態が

あります。県として、市のケースワーカーの増

員と資質向上のための研修の充実を支援すべき

と考えますが、お答えください。 

 

 

Ａ．福祉部長  

社会福祉法では、ケースワーカーの数を、市

部にあっては、被保護世帯数８０世帯に対し１

人の配置を標準数として定めております。標準

数に対し大幅に不足している市につきましては、

定期的な家庭訪問もできませんし、きめ細やか

な援助も支障が生じるということがございます

ので、ケースワーカーの増員につきまして、監

査に行ったときに強く求めております。特に 

ケースワーカーの数が標準数を複数満たしてい

ない市に対しましては、福祉担当の部局だけで

はなくて、人事担当にも県の職員が直接出向き、

適正配置を要請しているところでございます。 

次に、資質向上のための研修でございますけ

れども、県では、新任のケースワーカーを対象
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とした基礎的な研修、それから査察指導員の研

修などを階層別に行っております。また、いろ

んなクレーム対応の研修などの専門研修も行っ

ております。今後も、制度改正でありますとか

いろんな状況が変わったときに研修を実施して、

生活保護関係職員の資質の向上に努めていきた

いと思っております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

是非改善を進めていただきたいと思うんです

が、先ほどの住宅ソーシャルワーカーの件なん

ですが、県内４０市のうち、住宅ソーシャル 

ワーカーを配置している自治体が７市にとど

まっているんです。是非、こういう状況の中で

増員を図っていただきたいと思います。 

また、町村部では、全県を４つの福祉事務所

でカバーするために、大変長距離を移動しなけ

ればならないというのがありますので…… 

 

 

鈴木委員長 

これは、質問の意味は分かりませんね。 

前原かづえ委員の質疑は終了しました。 

改めて申し上げますけれども、あくまでもこ

の委員会は、提出議案に対する質疑の場であり

ますので、要望等をする場ではないということ

で、 もう一度御留意をいただきたいと思います。 

以上で、共産党の質疑は終了しました。 

 

 

 

◆部局別質疑（農林関係）３月 14 日 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。 

歳出予算の事業概要、１５ページ、農業後継

者育成対策費に関連してお尋ねいたします。 

新年度の農業後継者育成対策費７５万３，０

００円マイナスの３億８８４万４，０００円と

なっています。農林センサスを見ますと、埼玉

県の基幹的農業従事者は５万人余り、うち４９

歳以下の数は９．４％に過ぎず、平成２２年か

らの５年間で約８，０００人が減少しています。

一方で、県農業支援課の調査によりますと、６

４歳以下の新規就農者は毎年３００人弱、私は

県農林部は若い新規就農者獲得に必死になるべ

きだと考えます。 

ところが、少し残念なお話を伺っています。 

深谷市でネギ農家を始めて７年目という３０

代の新規就農者のＫさん、西日本で研修を受け

て、埼玉で就農してくれました。農業する者に

とって、畑とか田んぼ、作業所、そして倉庫と

住まいが同じ場所にあるのが理想なんですけれ

ども、Ｋさんが始めた当初はアパート暮らし、

そして畑も作業所も別々のところにあった。今

は畑と作業所は同じ敷地で借りているものの、

家は別のところ、ですから夜中の急な天候変化

のときなど対応するのに、畑と家が離れている

ので、大変苦労されているようです。Ｋさんは

率直に、埼玉県は新規就農者に対して冷たい 

と、これでは新規就農者がほかに流れてしまう

のではないかとおっしゃっています。住宅や畑

の世話は市町村の仕事です。 

高知県などでは、 県を挙げて支援しています。

私は、高知県の農業担い手育成センターに視察

に行ったんですが、１人１人本当に手厚い、卒

業生がどこで何を作っていて、どんな苦労をし

ているのか、把握していました。新規就農に 

は、このように１人１人の手厚い支援が必要だ

と思います。本県でも農林振興センターに普及

指導員さんがおられますが、このＫさんの悩み

に親身に相談に乗っていただきたいと思います

が、部長の答弁を求めます。 

 

 



2017 年２月定例会 県政資料 134 号 

 
- 23 - 

 
 

Ａ．農林部長  

一般的に、埼玉県は農外から就農される方に

対しましては、先ほど来答弁させていただいて

いますが、市町村や農協などと連携して、明日

の農業担い手育成塾というものを設置しており

まして、就農開始に必要な栽培技術の習得はも

ちろんなんですが、農地や住居の確保などのサ

ポートもさせていただいているところでござい

ます。 

今御質問いただいたＫさんという方でござい

ますが、既に就農されているというお話も今聞

きましたが、名前をお教えいただければ、大里

農林振興センターを通じて、市町村や農協と連

携して、住宅や農地のあっせんなど、必要な支

援を行ってまいりたいと考えてございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

よろしくお願いします。 

普及指導員制度についてなんですけれども、

県普及指導員の人数が５年前、１５１人いたも

のが１３８人、それからＫさんの住む深谷市を

管轄している大里振興センターは２３人が１８

人と減っています。この人たちはもちろん新規

農業者だけを相手にしているわけではありませ

んので、これでは一人一人親身になれといって

も、大変な仕事になってしまうと思うんです 

ね。新規就農者の獲得のためにも、普及指導員

の増員が欠かせないと考えますが、この増員に

ついてはどのように考えていらっしゃるのでしょ

うか。 

 

 

Ａ．農林部長  

新規就農者の支援ということでございますが、

これも先ほど来答弁差し上げておりますが、就

農に向けた相談、そして技術の習得、農地や住

居の確保など、必要な対策を総合的に講じてい

く必要があろうと思っておりまして、農林振興

センター１１か所に就農相談窓口を設置してお

りまして、就農意欲の高い就農希望者に対する

相談を行っているところでございます。また、

平成２２年度から明日の農業担い手塾を設置い

たしまして、農地や住居の確保、販路開拓につ

いてもサポートしているところでございます。 

マンツーマンで技術の指導も行っておりまし

て、今後もこういう総合的な対応がしっかり新

規就農者に対してできるよう、普及指導員の資

質の向上に努めるとともに、必要な人材の確保

にも努めてまいりたいと考えてございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

私は高知県の農業を視察しまして、後継者の

獲得の熱意に大変打たれました。高知県では、

第３期産業振興計画において、新規就農者年間

３２０人の確保を宣言しています。 

午前中の質疑の中で、埼玉県はこの目標値を

年間３３０人、部長さんはこれが理想であり、

足りなくならないように努力したいというよう

な御答弁をされていましたけれども、人口比で

いいますと、高知県は埼玉の１０分の１です。

その高知県と埼玉県の年間の新規就農目標がほ

ぼ同じというのは、ちょっとどうかなと思うん

ですね。高知県は、今全国でも県民に対する県

職員の比率が高い県です。県職員の熱意は、こ

のような職員体制の厚さが理由だと感じていま

す。 

このパンフなんですけれども、「農に就く」と

いうのを見ても分かりますように、農業就農者

を獲得するための意欲があふれていると思うん

ですね。高知県に続け、そう思いませんか。新

規就農者の目標数を高めるためにも、先ほど内

容の充実というお話で、増員というのがきちん

と言われなかったんですが、是非答弁を再度求

めます。よろしくお願いします。 
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Ａ．農林部長  

埼玉農業でございますが、首都圏に近いと、

そして消費地の中にあるということ、そして交

通の要衝にあるということ、そして食品メー 

カーなどが集積しているという強みがありまし

て、これは高知県と状況は異なっているという

ふうに思っていまして、本県ではこういった強

みを生かしまして、高知県よりも多くの新規就

農者を確保しているところでございます。 

本県の置かれている強みを生かしまして、他

県との競争に打ち勝って、本県農業が持続的に

発展していくためには、農業後継者をはじめと

する新規就農者を確保して、優秀で高い技術 

力、経営力を持つ農業者に育成していくことが

重要だと考えてございます。 

一方で、社会情勢の変化で職員に求められる

役割も変わってきておりまして、職員の活動の

幅も広げていかないといけないというふうに考

えてございます。 

今後とも職員の知識、経験を磨き、職員の質

を高めるとともに、農家から役に立つ農林部と

言われるよう、必要な人員体制をしっかり整え

てまいりたいと考えております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

大変力強い決意ありがとうございました。 

埼玉農業の「体力強化」を求める意見書とい

うのが昨年９月議会で、全会一致で可決されて

います。ここに埼玉農業の振興のために、県は

関連する予算の確保及び人員の一層の充実に努

めるとともに、生産者の求める農業基盤の整備

にも積極的に取り組むことを求めるとあります。

今の部長の決意もありましたけれども、農林部

としてこの決議をどう捉えているのか、再度お

聞かせください。 

 

 

Ａ．農林部長  

先ほど来これも答弁差し上げていますが、い

ただきました決議を踏まえまして、公共事業、

そして試験研究の関係の予算、そして皆さんか

らなかなかと言われておりますが、必要な人員

も確保できてきているというふうに認識してご

ざいまして、引き続きこの決議、そしてまた今

回条例も出していただいておりますので、そう

いったものを踏まえまして、しっかり対応して

いきたいと考えてございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

次に、事業概要の１７ページ、米麦産地育成

対策費についてお伺いします。 

２月に県内の米農家を訪問したんですけれど

も、米の取引価格が本当に低くて、作っても 

作っても赤字だという悲痛な訴えでした。です

から、１２月の加須市の市議会では、農業者戸

別所得補償制度の復活を求める意見書が採択さ

れています。この加須市の意見書で、米の生産

費６０キログラム当たりが１万５，３９０円で

あるのに対して、コシヒカリの米価が１万１,

０４０円ということです。 

農林部長、この意見書については御存じでしょ

うか。また、米農家の生産価格と取引価格の格

差を把握していますか。これに応えて、県とし

て国に申し入れるということを思いますが、答

弁を求めます。 

 

 

Ａ．農林部長   

加須市議会の意見書については、承知してご

ざいます。埼玉県における統計上の生産費、２

７年産がまだ公表されておりませんので、２６

年産の数字でございますが、１０アール当たり

１２万９，９１１円ということで、６０キロ当

たりに換算いたしますと１万５，９０７円となっ



2017 年２月定例会 県政資料 134 号 

 
- 25 - 

 
 

てございまして、平成２７年産の農家手取り 

は、コシヒカリ１俵、６０キロ当たり１万１,

０６８円というふうに聞いてございます。規模

が大きくなるほど生産費が低くなって、平成２

７年産は約５ヘクタールの規模で生産費と農家

手取りがほぼ同じ状況になってございます。 

国の直接支払い交付金を受け取ることで、生

産者自ら安定的な販路を切り開いて、経営を発

展させる道を閉ざしてしまっているという課題

がございまして、国において３０年産米から廃

止するというふうに承知してございます。県と

いたしましては、今後とも生産者の所得の向上

を図るために、中間管理事業を活用した農地集

積、省力、低コスト技術によりコスト低減を図

るとともに、食味ランキングの特Ａ取得による

高付加価値化等に取り組み、産地間競争に残れ

るような農家の手取りの向上にしっかり取り組

んでまいります。 

 

 

 

◆部局別質疑（県土整備部及び都市整備部） 

３月 15 日 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。 

当初予算案における主要な施策の１２ページ、

魅力ＵＰ！時間が見えるインターアクセス道路

整備について伺います。 

この中で県は、高速道路ネットワークを最大

限に生かすために、アクセス道路の整備をする

というふうに書いてあります。国を挙げて高速

道路ネットワーク整備が進む中、関越道沿いで

もインターチェンジの事業化が相次ぎまして、

上里のサービスエリアのフルインターチェンジ

化は平成２７年供用開始いたしました。また、

現在は、寄居のパーキングエリアのフルイン 

ター化と大型車種への拡大が進んでいます。 

こうした中で、アクセス道路の整備が追い付

かず、県へ歩道整備などを求める声が上がって

おります。三芳スマートインターチェンジでも

フルインター化が進んでおりますが、フル化と

併せまして車種拡大が行われるために、事故の

危険が増すだけでなく、静かな住宅環境が壊さ

れるということで、地元や近隣市の皆さんから、

車種拡大中止をの声が上がっていることは、１

２月議会でも御紹介いたしました。 

インターチェンジ付近での町道、市道をはじ

め、大型車が多数通行するには、今、余りにも

危険な道路が多数残されております。県は三芳

スマートインターチェンジ安全対策協議会に参

加していますが、この中で、この危険な道路、

特に県道何か所を改良する計画か、お聞かせく

ださい。 

 

 

Ａ．県土整備部副部長  

スマートインターの実施に当たりまして、関

連の整備を行う実施計画書におきましては、県

道においては２か所の交差点整備を進める予定

でございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

県道の改良は２か所のみと。しかし、安全対

策協議会の中では、ほかにも事故が多発してい

る道路がたくさんあって、分析と対策が検討さ

れていると思うんです。県道５６号線、亀久保

付近、過去２年間の間に５回も事故が発生して

おります。また、同じく県道５６号線、ふじみ

野市大井武蔵野付近でも３回事故が起きており

ます。 

協議会ではどんな対策が検討されていますか。

大型車への拡大は２０１８年度中、つまり再来

年３月まで行われるのですか、それまでに道路

整備は間に合うのですか。よろしくお願いしま
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す。 

 

 

Ａ．県土整備部副部長  

今、お話にありました亀久保交差点付近の安

全対策につきましては、安全対策等調整会議に

おきまして、事故の分析等の対策案の検討を 

行っているところでございまして、例えば見通

しが悪いところにおきましては、その見通し改

善ですとか路面表示、それから注意看板の除去

ですとか、そういった対策について今、検討し

ているところでございまして、こちらにつきま

してはまだ安全対策協議会の中で協議中という

段階でございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

確認します。そうしますと、２０１８年度中

に整備されるのか、されないのか、確認お願い

します 

 

 

Ａ．県土整備部副部長  

スマートインターの整備目標につきましては、

三芳町では平成３０年度中というお話を聞いて

いるといったことでございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

先ほどの県道の話でいきますと、今、協議中

ということですので、大型車の通行許可に県道

整備は間に合わないと思うんです。そのほか 

に、最も危険と言われている県立ふじみ野高校

の前の道路整備も、中長期計画で間に合いませ

ん。しかも、買収が必要なので、１０年、２０

年では絶対に道路整備、拡幅はできないと言わ

れているんですね。 

このような道路状況では、１２メートルとい

う大型トラックが激増すれば、更に事故が増え

るのではないかと思うんです。 

この写真をご覧いただきたいんですけれども、

周辺道路整備状況、非常に悪いんですね。危険

な道路だと思いませんか。地元では、このよう

に、国土交通省に車種拡大、これを中止するよ

うに、これを首長もちゃんとやってほしい、そ

れから連結許可条件を守れと県も指導してもら

いたい、そういうために、地元で今、運動が広

がっているところなんです。 

この事業は、当該の三芳町が中心で行われて

おりますけれども、今、言いましたように、ふ

じみ野市、所沢市にも大きな影響を及ぼす問題

であります。広域調整の役割、県はしっかりと

果たしていただいて、安全対策協議会で大型車

通行は撤回すべき、そのように発言していただ

きたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

 

Ａ．県土整備部副部長  

県につきましても、実施計画書に示されまし

た安全対策、これを確実に実施しますととも 

に、町においても同様でございますが、それ以

外につきまして、先ほど申し上げましたよう 

に、その他の安全対策もしているところでござ

います。そういったことを進めまして、地域の

方々に御理解を頂きながら、事業のほうが進め

られればというふうに考えております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

スマートインターの影響というのは、当該地

帯を飛び越えて影響が及びます。是非、県が広

域調整の役割を果たしていただきたいと思うん

です。スマートインターも、先ほどから言って

いますように、関越道沿いでいろいろスマート

インターが開設されているんですが、スマート

インターの当該市主導で進み過ぎていることと
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併せまして、一方で今、国土交通省で２０１７

年中に高速道路と沿線の民間施設を直結するイ

ンターチェンジを民間の負担で整備する制度を

創設します。これまで、スマートインターの設

置を自治体の提案で国が認める制度はあったん

ですが、今度は民間企業からの提案ができるよ

うになります。当該市主導どころか、民間事業

者がスマートインター開設をできる方向を検討

しておりますので、周辺の安全や環境に重大な

影響を及ぼす事業を民間任せとすることは許さ

れないと考えます。県土整備部長の見解を求め

ます。 

 

 

Ａ．県土整備部副部長 

民間でのスマートインターの新たな設置とい

うことで、例えばディズニーランドなどの周辺

道路に出ると、また周辺道路が混んでしまうと

ころについて、直接施設内に入ることによっ 

て、逆に言えば、交通渋滞ですとか交通安全対

策に寄与するといった、そういった事業もある

というふうに考えております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

民間でやる場合に、関係する自治体が協議会

形式を作って、きちんと反映していくという、

そういう形態にはなるんですか。 

 

 

Ａ．県土整備部副部長 

具体的な内容については、私どもでは存じ上

げていません。 

 

 

Ｑ．前原委員 

このインターチェンジの問題につきましては、

まちづくりの問題ですので、今後、こういうふ

うに民間主導になるという部分に対しては、き

ちんと県民の安全確保を最優先に考えていただ

きたいと思います。 

三芳インターの連結許可条件に、工事開始の

時期までに、地域住民の理解を十分に得ること

というふうに明記されておりますが、確認です

けれども、安全対策協議会では地権者の協力が

得られていない問題、どのように報告されて、

協議されているのか。当該の町が暴走して地権

者が置き去りになることのないように、県とし

てしっかりと発言していただきたいと思います

が、御答弁お願いします。 

 

 

Ａ．県土整備部副部長  

三芳町からは、地域の皆様に御理解を頂くべ

く努力をしているところというふうに聞いてお

ります。 

 

 

Ｑ．前原委員 

是非、交通安全対策のためにも、この連結許

可条件をきちんと守る立場で、発言をきちんと

協議会の中でしていただきたいと思います。そ

のことでもう１つお願いします。 

 

 

Ａ．県土整備部副部長 

インターチェンジにつきましては、当然、県

管理道路につきましては県が責任を持って、必

要なことは進めさせていただきますけれども、

スマートインターそのものについては三芳町の

ほうの発議でございまして、県が直接指導する

立場ではないということも御理解いただきたい

と思います。 
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◆部局別質疑（公安委員会）３月 16 日 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。 

歳出予算の事業概要、ページ１１、交通安全

施設整備費に関連して質問いたします。 

信号機の設置について、先ほどの議論で新設

要望に対する設置率が僅か３．６％で、地元の

ことに精通しています警察署からの要望であっ

ても３１％の設置率にとどまっています。大変

低いと思います。先ほどの議論で、全国で比べ

ると設置率は６番目にいいとか、あるいは積み

残しはないんだとかということで、信号機の設

置がこんなに低い設置率にとどまっていること

についての議論があったところなんですが、地

元の方たちから危ないからつけてほしいと言っ

ていることに対して、希望に沿っているという

感覚、認識はちょっといかがなものかなと思い

ます。 

それで質問なんですけれども、県警の私ども

が要求しました資料を見ますと、５年間、信号

機の設置がない警察署があります。川口市がそ

うですが、これは一体どういうことなのか、要

望がなかったとは思えないのですが、なぜ１件

もつけてこなかったのか、御答弁いただきたい

と思います。 

 

 

Ａ．交通部長  

川口市を管轄する川口警察署からの要望、こ

れまで設置がされてきていないという委員の御

指摘でございますけれども、確かについていな

いところでございます。 

ちょっとさかのぼって調べてみますと、川口

警察署を通じて要望いただいた信号機の設置に

つきましては、平成２７年度は３件、平成２８

年度分としては３件、都合６件でございました。

いずれも、先ほどの答弁の繰り返しでございま

すけれども、私ども交通部のほうで１件１件の

その要望の箇所について調査を実施をいたしま

した。その結果、いずれも信号機の柱を立てる

場所が実はなかったというような結果で設置を

見送ったところでございます。 

これまで川口のほうにつきましては設置はさ

れていないということは十分承知しております

けれども、川口の場合には、さいたま市に次い

で、比較的人口が非常に多いということで、特

に都市部のほうにおいては信号機が非常にある

程度多く設置されていることも事実だろうとい

うふうに思っております。 

一応警察署別で見ますと、実は川口警察署管

内は４４９基ということで、最も県内ではつい

ている箇所でございます。とはいいつつも、川

口のほうで武南警察署管轄のほうになってきま

すと、やはり同じ川口市でも、やはりまだまだ

比較的農村部というんでしょうか、そういった

ところもありますので、これはまた話は別だと

思いますが、いずれにしても、川口のほうにつ

いてはある程度つけるべきところについている

んではなかろうかというふうに承知をしている

ところでございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

それでは、確認させていただきますが、信号

機の要望が採択されないのは、信号機を設置で

きない場所の問題、地下埋設物とか、そういう

問題だということですね。逆にいえば、地元が

非常に危険だという認識をしていて、十分に設

置が可能であれば設置していただけるというこ

とですね。 

 

 

Ａ．交通部長  

御指摘のとおり、過去に実は道路環境が整っ

ていないから設置を見送ったという例がたくさ
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んございます。例えば信号柱をつける場所がな

かった、あるいは信号機をつけることによって

歩行者が待っている場所がなかった、したがっ

て、これはできませんと、そういった方、そう

いった部分については、市町村において改めて

道路管理者のほうがそれを確保したということ

で要望されるような場合については、当然それ

も検討しているところでございます。 

ちなみに平成２９年度に設置を予定している

中にも、このように以前道路環境が整わなかっ

たけれども、今回整ったというようなことで用

地買収等ができた箇所についても、これはつけ

るという方向で行っているところでございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

まちづくりの関係で人の動線が変わるという

こともありますので、是非お願いしたいと思い

ます。信号機は県単独での設置とは限らないわ

けですね。国の補助事業もありますので、県警

の要求資料の３ページを見ますと、平成２３年

度国庫補助事業対策経費、２２億３，０００万

以上でした。２５、２６年と多少上下があるん

ですけれども、平成２７年度は１６億６，００

０万円と激減しています。この補助事業を増額

するように、国に対して要望していただきたい

んですが、答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．交通部長  

国庫補助金のほうにつきましては、今、議員

御指摘のとおり国が１０分の５、県が１０分の

５ということで、それぞれ歳出をいたしまして

負担をするというものでございます。ちょっと

法律的な話で恐縮でございますが、これは交通

安全施設等整備事業の推進に関する法律に基づ

きまして、１０分の５ずつを負担する、こういっ

たものが補助金ということでございますが、た

だ、これはあくまでも県において、半分の額を

確保しているという前提がなければ国から来な

いということでございます。そういった意味か

らいたしましても、本県警察といたしまして 

は、今後道路交通環境やあるいは交通事故の実

態に即して、この安全施設の整備に向けて、ま

ずは県の予算を確保していく。こういった努力

をしていきたいというふうに考えております。 

 

 

Ｑ．前原委員 

それでは、是非予算確保してお願いいたした

いと思います。 

続きまして、歳出予算事業概要２ページ、警

察官１万１,５８５人に関連して伺います。 

女性警察官の増員問題です。一般質問でも申

し上げましたけれども、犯罪被害者対策の必要

性の認識が高まっています。特に性犯罪被害 

者、ＤＶ被害者、ストーカー被害者など、女性

の被害者にきめ細かな支援を行うためにも、女

性警察官の増員が必要だと考えております。先

ほども答弁ありましたが、増員するということ

なんですが、女性が増えることで環境整備が必

要だと考えています。例えば警察署内の女性の

休養室とかトイレなどの設置などは当然なんで

すが、同時に滋賀県警において宴会でひどいセ

クハラ強要が明らかになりました。今現在、監

察室が調査を行っているということなんですが、

こういうことが起こってはならないわけなんで

す。 

そこで、埼玉県警としてどのようにセクハラ

防止対策を講じているのか、セクハラ防止マ 

ニュアル等はあるのか、セクハラ防止のための

対策はどのように実施されているのか、県警本

部長にお伺いします。 
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Ａ．警察本部長  

セクシャルハラスメントによる影響につきま

しては、委員御指摘のとおり、極めて大きいも

のと認識をしておりまして、組織を上げてその

防止に取り組んでいるところであります。 

具体的には各種の会議におきまして、私をは

じめとする幹部から繰り返し各級幹部に指示を

行っているほか、全所属において同レベルの防

止対策が推進されるように、取り組むべき基本

事項や体制を定めた通達、ハラスメント防止対

策要綱を発出をしております。また、ワーク・

ライフ・バランスの推進を始めとした働きやす

い職場づくりや、職員に対する各種教養等の実

施の際に、ハラスメントが発生しないような環

境の醸成を図っているところであります。 

また、こういった行為を受けた者が、羞恥心

等から１人で悩むことがないように、女性用の

相談窓口をはじめとして、本部に複数の相談窓

口を設置をして、これを周知をしておりますほ

か、各所属におきまして、セクハラ相談員を配

置をいたしまして、これを周知するなど、そう

いった相談をしやすい環境づくりなどに取り組

んでいるところでありまして、今後も継続して

取り組んでまいります。 

 

 

Ｑ．前原委員 

男性職員が多い部署ですので、女性被害者支

援の視点からもちろん警察行政における女性の

視点というものは大切だと思います。女性の積

極的登用を進めていただきたい。また、働きや

すい労働条件の整備も是非とも必要だと思うん

ですが、再度御答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．警察本部長  

おっしゃるとおりでございます。累次申し上

げているとおり、警察におきましては、女性の

採用、登用の拡大ということに全力を傾けてご

ざいます。また併せて、ワーク・ライフ・バラ

ンス、働きやすい職場づくりということにも努

めているところでございまして、引き続きこれ

らに強力に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 

 

 

◆総括質疑（３月 21 日） 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。 

企画財政部の歳出予算事業概要１２ページ、

基地対策費２４万円について伺います。 

この２４万円という金額は、主に米軍や自衛

隊の基地の存在する都道府県の渉外知事会の分

担金と参加のための旅費のみです。ハワイでの

墜落に続きまして、昨年の１２月には沖縄県名

護市の民家に近い浅瀬に米海軍垂直離着陸機Ｍ

Ｖ－オスプレイが墜落しました。米軍は、この

事件を不時着と強引に説明しておりますが、機

体がばらばらになった写真から、どう見ても墜

落としか言いようがありません。 

この事件、一歩間違えば日本人も巻き込んだ

重大な事故につながりかねなかったと感じます。

改めてオスプレイの欠陥ぶりを明らかにした事

故だと思います。米軍は、調査を完了しないに

も関わらず、事故の６日後にはオスプレイの訓

練を再開いたしました。ＭＶ－２２オスプレイ

のクラスＡ事故率は、沖縄に配備された２０１

２年の１．９３件から、３年間で３．６９件と

急上昇しております。 

知事に伺いますが、オスプレイの危険性を現

在どのように認識されているのかお答えくださ

い。 
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Ａ．知事  

２７年５月の横田基地のオスプレイ配備の決

定に際してですね、国はオスプレイの安全性は

十分に確保されているという見解を示されまし

た。昨年の１２月１３日の沖縄の事故を受け 

て、１２月１６日には県は基地関連１４市町で

構成する基地対策協議会で、北関東防衛局長に

対して国はオスプレイの安全性について十分検

証を行うこと、再発防止の徹底を米国政府に求

めること、県民や関係自治体に対し、国の責任

において事故原因を説明することを要望しまし

た。事故後に米側が普天間基地所属のオスプレ

イ全ての機体について点検を実施、問題がない

ことを確認していることを踏まえ、１２月１９

日に国は飛行再開に同意をした経過がございま

す。 

現在、米軍により詳細な事故原因の究明は行

われていますが、オスプレイの安全性について

は国の責任で県民に対してしっかり説明してい

ただくことが必要だというふうに思っておりま

す。 

 

 

Ｑ．前原委員 

でも、この間の沖縄の事故ですけれども、埼

玉県には無関係というわけにはいかないと思い

ます。米軍はＣＶ－２２オスプレイ３機を今年

の秋に横田基地に配備し、２０２１年までに７

機の追加配備を計画していましたが、１３日に

延期が発表され、なぜ延期なのかという、その

理由は一切説明がありません。ＣＶ－２２は、

地形追随装置などを用いて地表すれすれに飛行

するなどの過酷な訓練を行うため、空軍機の中

でも最も高い事故率を記録しています。 

先ほど、ＭＶ－２２での事故率が急上昇して

いると申し上げましたが、ＣＶ－オスプレイ、

ＭＶよりも３．５倍も事故が高いんです。この

オスプレイがこの埼玉上空を飛行しております。

埼玉県のホームページによりますと、３月２日

付で３月６日から１７日までの間行われます日

米合同訓練に参加するＭＶ－２２オスプレイ６

機が埼玉上空を飛来する予定だと報じました。

これは３月５日の岩国基地からのオスプレイ飛

行を公表したものであり、この点については評

価いたします。 

ここで、お配りした資料を御覧いただきたい

んですけれども、これは埼玉県の平和委員会の

皆さんがオスプレイをウオッチングして、そし

て目撃された時間で線を組んでみたものです。

この一番下のほうで横田基地８時３２分、３月

９日に出発いたしまして、神川で８時４３分に

目撃されております。そして、８時５３分には

相馬原に着陸していると。そして、その後に夕

方の４時５０分に相馬原を出発いたしまして、

４時５５分には本庄で目撃され、そしてまた寄

居で午後５時５７分ですね、そこで目撃され 

て、なぜか吉見のほうに進路を変え、吉見では

５時、そしてその後、日高で５時１４分です。

この吉見から日高まで１４分もかからないんで

すね。ですから、この間どこかに飛んで、そし

てこの日高に来ているという状況がここの資料

で説明させていただいております。 

知事に、ここでお聞きしたいんですけれど 

も、知事は渉外知事会の一員としてこの日のオ

スプレイの訓練ルートの報告を受けていますか。

もし受けていないなら、今後はオスプレイがど

の市町村の上空を飛ぶのか、訓練ルートを公表

するよう要求していただきたいのですが、この

点についてはいかがでしょうか。 

 

 

Ａ．知事  

３月２日に北関東防衛局から、３月６日から

１７日までの間に群馬県などで行われる日米共

同訓練に参加するため、オスプレイが横田基地

に飛来するという情報提供は受けております。
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細かい時間や場所などは聞いておりません。目

視情報の提供は、防衛局の職員から受けておる

ところですけれども、具体的な飛行ルート等は

受けておりません。 

基本的には、県とすれば基地対策協議会を通

じてオスプレイの運用の全般について正確かつ

迅速な情報提供を行うように、国に求めてはお

ります。ただ、この課題についてはですね、国

の防衛政策の専管事項でもありますので、おの

ずから限界があるんではないかというふうに認

めざるを得ない、こんなふうに考えておりま 

す。 

 

 

Ｑ．前原委員 

墜落の懸念のあるオスプレイが、いつどの市

町村の上空を飛ぶのか、県民はもちろん当該県

にも知らされていないということは大変重要だ

と思うんですね。もっと早い交渉をしていただ

きたいと思うんです。 

訓練飛行についての情報を早期に提供するよ

う求めていただきたいという今度の質問なんで

すけれども、先ほど限界があるというお話です

が、でも先ほど説明したようにかなり埼玉の空

というのは訓練飛行の場所にされているわけで

すから、そこのことを考えると是非早期の提供

をするように求めていただきたいと思うんです

が、再度答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．知事  

オスプレイの飛行訓練等に当たっては、北関

東防衛局から、飛行する日や離着陸の場所につ

いては、関係地方公共団体へ情報提供をされて

おります。しかし、提供される時期というのが

飛行訓練等の直前であることが多いものと、飛

行ルートが示されないということだけは事実と

してございます。 

もとより、このオスプレイの運用全般にわ 

たって正確かつ迅速な情報を国に求めているこ

とは事実でありますが、なかなか細目について

は回答がない状況でございます。 

 

 

Ｑ．前原委員 

なかなか国がこちらの要望に応えてくれない

というお話でしたが、先ほど説明した埼玉平和

委員会が目撃情報を結合して作り上げたこの資

料に対して、本来このようなオスプレイの飛行

ルートの推定とか情報提供、これはやっぱり県

のほうもきちんとチェックしていくべきだと思

うんです。是非、企画財政部の担当部署の人員

体制を強化して、情報収集とか関係市町村への

広報予算を拡充していただき、こちら県も非常

に関心を持っているということを国にアピール

するためにも必要だと思うのですが、いかがで

しょうか。 

 

 

Ａ．知事  

県民の生命と財産を守るということに関して、

極めて重要なことでございますから、オスプレ

イの飛行ルート等については引き続き国にきち

んと要請をしてまいります。 

また、飛行ルートに関しては、防衛庁の職員

がまた目視などをやっておりますので、そうい

う情報は入りますので、そうしたことも含めて

今後の対応の基礎資料にしていきたいと思って

おります。 

 

 

Ｑ．前原委員 

質問に答えていないと思うんですけれども、

人員体制の強化、県としての、それから情報収

集とか関係市町村への予算の拡充。平和委員会

の方たちが自分たちでできるわけですから、県
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としてちゃんとそういうのに予算を付けてくだ

さいという質問なんですけれども。 

 

 

Ａ．知事  

どのレベルで予算や人員を増やすかについて

も、しっかり検討させてください。 

 

 

Ｑ．前原委員 

よろしくお願いします。 

そもそも、こんなに墜落する戦闘機オスプレ

イは、埼玉県の上空を飛ばないでほしいという

のが県民の願いだと思います。オスプレイの埼

玉県上空の飛行禁止と横田基地配備の延期では、

横田基地の配備は延期ではなくて中止を申し入

れるべきだと考えますが、知事の見解を求めま

す。 

 

 

Ａ．知事  

北関東防衛局からの延期の通知が３月１４日

にございました。国において、しっかり責任を

持って横田基地への配備や延期の理由などにつ

いて説明をいただきたいというふうに考えます。 

基本的には、県民の安心・安全を守ることが

極めて重要でございます。そういう意味での県

民の安心・安全を守る意味での飛行ルート等々

についての情報開示をしていただくことが私た

ちにとっては重要だというふうに思っておりま

す。 

一方で、国の防衛政策あるいはまた日米間と

の関係の中での情報をどこまで提供するかとい

うことについては、正に国の防衛政策の専権事

項でもありますので、私たちは要望をします 

が、そこから先のことに関してはですね、なか

なかつらい話だなというふうに思っております。 

 

Ｑ．前原委員 

その要望の中に、延期ではなくて中止、それ

から埼玉県上空での飛行禁止ということ、必ず

入れていただきたいと思います。 

昨年の１１月２１日に全国知事会の米軍基地

負担に関する研究会の初会合、この琉球新聞に

も知事が座長さんになったということが書かれ

ております。そして、米軍基地は経済発展の最

大の阻害要因というのが別のところにも当ては

まるかもしれないというふうに知事は発言され

て、それは翁長知事も大変歓迎した言葉として

書いてあります。その辺についてきちんと、こ

の埼玉県にも所沢や、いろいろ基地があります

ので、交通面からも開発面からも発展阻害要因

となっている場所があるということで、是非知

事に座長としての熱意を、見解を示していただ

きたいと思います。 

 

 

Ａ．知事  

全国知事会の米軍基地負担に関する研究会の

主な目的の１つに関して、沖縄をはじめとする

米軍基地についての正しい認識を持とうではな

いかというのが、まず１点でございます。米軍

の専用施設が１３都道府県ありますが、その面

積の７０．６％が沖縄県にあると、沖縄県の負

担が非常に大きいと。しかも、一方で沖縄県は

基地の恩恵で経済が回っているというようなイ

メージを持たれている、このイメージが間違い

であるということもですね、等しく訴えていか

なきゃならないというふうに知事会として考え

ております。 

例えば、基地関連収入の割合というのは、昭

和４０年には３０％からあったものが平成２５

年では５％まで大きく低下して、むしろ基地跡

地、つまり基地が返還された跡地の活用によっ

て、そこからの経済効果が大きいというような

データなどが明らかになっております。 
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同じように、日本国内にある米軍基地の中 

で、きちんとした精査の中で日本政府が米軍、

更に米国に対して不要な基地などの返還をきち

んと要求しながら、きちんとそうした基地を様々

な形で活用することができれば、当然これは日

本国民のためにより有益なことになっていく可

能性は高いというふうに私も思っておりますの

で、こうした議論はしっかりさせていただきた

いと思っております。 

 

 

 

◆第１号議案、第１５号議案、第１７号議案及

び第１９号議案に対する反対討論 

（３月 22 日） 

 

Ｑ．前原委員 

日本共産党の前原かづえです。 

第１号議案 平成２９年度埼玉県一般会計予

算、第１５号議案 平成２９年度埼玉県病院事

業会計予算、第１７号議案 平成２９年度埼玉

県水道用水供給事業会計予算、第１９号議案 

平成２９年度埼玉県流域下水道事業会計予算に

つきまして、以下の理由で反対いたします。 

まず、第１号議案についてです。 

第１に、八ッ場ダム１３億８９０万円、思川

開発３，０３０万円など、治水上も利水上も必

要のない大型ダム事業は認められません。 

第２に、全国学力テストは各学校を平均点競

争に駆り立て、子どもの学力形成に有害であ 

り、学力・学習状況調査実施事業費２億１,５５

６万円は計上すべきではありません。 

第３に、乳幼児医療費対策助成費について 

は、市町村への県の補助率は基本２分の１です

が、財政力を理由に三芳町と和光市は１２分の

５、戸田市は３分の１となっています。自治体

の子どもへの責任は何ら変わらず、このような

差別的な措置は直ちになくすべきです。 

第４に、農林部の給与費について、研究補助

員を４人減らすなど年々減少させてきた農林部

職員を更に削減することは認められません。農

林業を県の基幹産業として位置付け、農林部職

員を大幅に増員して新規就農者を増やすべきと

考えます。 

第５に、番号制度基盤整備事業費２,７３７ 

万５，０００円ですが、マイナンバー制度は情

報漏えいの危険を増大させ、国民のプライバ 

シーを危機にさらすため、今からでも中止すべ

きです。システム構築やセキュリティ対策に際

限なく税金を費やすことは許されません。 

第１５号議案については、県立病院の診療時

間外の診療料金を導入し、２０１７年度から県

立小児医療センターでは８，６４０円を徴収す

るものです。このような制度では公的医療機関

になじまず、保護者の料金支払い能力で子ども

が差別されるべきではありません。 

第１７号議案は、八ッ場ダム、霞ヶ浦導水、

思川開発のダム事業予算の計上により、また、

第１９号議案は、南部、中川、古利根、荒川上

流の各流域下水道の負担金引上げが関係市町村

の下水道料金の値上げにつながることから反対

です。 

以上、反対討論といたします。 


